
令和4年度 一般会計歳出　第　９　款　２　項　１　目　１２　節　委託費

種目番号

330

設　計　書
1 　委　　託　　名

2 　履　行　場　所 市内全域

3 　履　行　期　間 ■期間 令和4年４月１日から令和5年３月31日まで

　又　は　期　限 □期限 令和　　年  月  日まで

4 　契　約　区　分 □確定契約 ■概算契約

5 なし

6  現　場　説　明 ■　不要

□　要 （　　月　　日　　時　　分、場所　　　　　　）

7  委　託　概　要 　本市が不法投棄物として収集した家電リサイクル法対象

品目及び資源有効利用促進法対象の家庭用パソコン等について、

各収集事務所から指定引取場所等へ搬入する。

横浜市資源循環局 Ｐ　　1　　　　

森岡 TEL 671-3817
受付番号

連絡先

 その他特約事項

街の美化推進課

令和4年度家電リサイクル法対象品目及び家庭用パソコン等収集運搬委託



8 　部分払

■する （１２回以内）

□しない

部分払の基準

業務内容 履行予定月 数量 単位 単価 金額

廃家電等の運搬 R4.4 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R4.5 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R4.6 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R4.7 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R4.8 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R4.9 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R4.10 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R4.11 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R4.12 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R5.1 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R5.2 ( 5 ) 台 ( )

廃家電等の運搬 R5.3 ( 5 ) 台 ( )

＊　単価及び金額は、消費税等相当額を含まない金額。

＊　概算数量の場合は、数量及び金額を（　　）で囲む。

＊　端数については最終月にて調整を行う

委託代金額 ￥（ ）.－

内訳 業務価格 ￥（ ）.－

消費税等相当額 ￥（ ）.－

横浜市資源循環局 Ｐ　　２　　　　



委託内訳書

廃家電等の運搬（４t車） （ 60 ） 台 ( )

業務価格 ( )

消費税相当額 ( )

合計 ( )

※概算数量の場合は、数量及び金額を（　　）で囲む

横浜市資源循環局 Ｐ　　３　　　
各収集事務所から指定引取場所等へ搬入する。

名称 形状寸法等 数量 単位
単価
(円)

金額(円) 摘要



委託内訳書

廃家電等の運搬

（１）運転手 人

（２）作業員 人

（３）車両費 台

（４) 諸経費 式

１台あたり単価 (１)+(２)+(３)+(4)

※概算数量の場合は、数量及び金額を（　　）で囲む

横浜市資源循環局 Ｐ　　３　　　
各収集事務所から指定引取場所等へ搬入する。

数量 金額(円) 摘要名称 形状寸法等 単位
単価
(円)



家電リサイクル法対象品目及び家庭用パソコン等収集運搬委託仕様書 

 

１ 目的 

本仕様書は、横浜市（以下「委託者」という。）がその事業活動に伴って生じた産業

廃棄物の収集運搬を、受託者に委託するにあたり、収集運搬を委託する産業廃棄物（以

下「産業廃棄物」という。）を適正に処理することを目的として必要な事項を定めるも

のである。 

 

２ 書類の作成 

委託者、受託者は契約にあたり、別紙１に必要事項を記入し本仕様書とともに、委託

契約書に綴り込むものとする。 

 

３ 業務の内容 

  市内 18 箇所の各収集事務所内に保管してある不法投棄された家電リサイクル法対象

品目エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機（以下「家電対象品目」

という）について、委託者の指示に従い、各収集事務所から回収し、指定引取場所等へ

搬入する。 

また、資源有効利用促進法で定められている家庭用パソコンについても、家電対象品

目と同時に回収し、本市の指定する処理施設等へ搬入する。 

併せて、フロン排出抑制法で定められている業務用冷蔵庫等についても、上記と同時

に回収し、本市の指定する処理施設等へ搬入する。 

 

 （１）巡回方法 

１８事務所を１か月に１度回収するものとする。 

巡回にあたっては、最も効率的なルートで実施すること。 

（２）車両 

１日の巡回に使用する車両は、原則４ｔ車とする。 

１か月に使用する車両は原則、５台を上限とする。 

    なお、搬送台数の増減等により、１日の巡回に使用する車両台数や臨時に回収す

る場合は、別途指示する。 

（３）家電リサイクル対象品目の指定引取場所 

次のいずれか５か所とする。 

   東芝環境ソリューション（株） 鶴見区寛政町２０－１ 

   スガヤメタル（株）      都筑区早渕１－２５－３３ 

日本通運（株）        都筑区佐江戸町４３３ 

東亜物流（株）        瀬谷区五貫目町 21-5 

SBS即配サポート（株）    金沢区幸浦 2-6-4 

   ただし、令和４年 10月から令和４年 12月までの間は、本市の指定する１か所に

搬入することとする。 

（４）パソコン、業務用冷蔵庫等の搬入先 

本市の指定する処理施設等（横浜市内）とする。 

（５）マニフェスト 

委託者は、産業廃棄物の搬出の都度、産業廃棄物管理票（以下「マニフェスト」

という。）に必要事項を記入し受託者に交付する。ただし、電子マニフェストシス



テムを利用する場合は除く。 

４ 産業廃棄物の種類と数量 

産業廃棄物の種類、数量は、次のとおりとする。 

   

産業廃棄物の種類 名称 特別管理産業廃棄物 数量（単位） 

廃プラスチック類 

エアコン、テレビ、

冷蔵庫・冷凍庫、洗

濯機・衣類乾燥機、

パソコン 

非該当 1453台 

金属くず類 

エアコン、テレビ、

冷蔵庫・冷凍庫、洗

濯機・衣類乾燥機、

パソコン 

非該当 1453台 

ガラスくず類 

エアコン、テレビ、

冷蔵庫・冷凍庫、洗

濯機・衣類乾燥機、

パソコン 

非該当 1453台 

 

５ 収集運搬の頻度等 

産業廃棄物の収集場所として委託者が指定する場所及び収集頻度は次のとおりとす

る。 

収集する場所の名称 ： 別紙２ 参照  

収集する場所の所在地： 別紙２ 参照 

収集の頻度：   回／  、仕様書のとおり 

 

６ 積替え又は保管 

積替え又は保管について次のとおりとする。 

委託者は、受託者が積替え又は保管を行うことを（ 認める ・ 認めない ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

７ 義務と責任について 

（１）委託者 

ア 委託者は、委託契約する産業廃棄物の適正処理のために必要な情報として、以下

の情報をあらかじめ受託者に提供するほか、適宜又は受託者との協議により必要な

情報を受託者に提供する。 

 

産業廃棄物の種類 廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 金属くず類 ガラスくず類 

産業廃棄物の発生工程 不法投棄 不法投棄 不法投棄 

産業廃棄物の性状 

及び荷姿 

個体 個体 個体 

バラ バラ バラ 

腐敗、揮発等性状の変

化に関する事項 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

他の廃棄物との混合等

により生ずる支障 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

日本工業規格 C0950 号

に規定する含有マーク

が付された廃製品に関

する事項 

□無 

■有（    ） 

□別紙 

□無 

■有（    ） 

□別紙 

□無 

■有（    ） 

□別紙 

石綿含有産業廃棄物の

有無 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

水銀使用製品産業廃棄

物の有無 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

水銀含有ばいじん等の

有無 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

許可を受けて輸入され

た廃棄物に関する事項 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

その他取扱いの注意事

項 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

■無 

□有（    ） 

□別紙 

 

イ  委託者は、「本条ア」の情報に変更が生じる場合は、受託者に対して事前に情報

を提供しなければならない。この場合、書面をもって情報を提供するものとし、変



更となる時点を明記するものとする。 

 

（２）受託者 

ア 受託者は、産業廃棄物を、その積込み作業の開始から運搬の最終目的地における

荷下ろし作業の完了まで、法令に基づき適正に処理する責任を負う。この間に発生

した事故については、その原因が委託者の責に帰すべき場合を除き、受託者が責任

を負う。 

イ 受託者は、委託者から委託された業務が終了した後、直ちに業務終了報告書を作

成し委託者に提出する。 

ウ 受託者は、委託者から交付されたマニフェストを産業廃棄物とともに処分業者に

回付し、その写しを運搬が終了した日から１０日以内に委託者に送付すること。 

 

８ 契約の定め又は法令の規定等によりこの契約を解除する場合であって、この契約に基

づき委託者から引き渡しを受けた産業廃棄物の処理を受託者が完了していないときは、

受託者の責任で処理を完了するものとする。 

 

９ 着手 

  受託者は、契約締結後速やかに次の書類を提出しなければならない。 

（１）現場責任者・業務従事者選定通知書 

（２）契約履行着手届出書 

 

10 実施方法 

  委託業務の履行については、次の要領により実施しなければならない。 

（１）履行場所 

各区収集事務所（別紙２）から本市の指定する処理施設まで。 

（２）履行期間 

令和４年４月１日から令和５年３月 31日とする。 

ただし、回収日については両者で協議の上、本市の指定する日とする。 

（３）人員及び車両 

受託者は、運搬に必要な人員及び車両、計量設備を自ら調達するものとする。 

（４）回収時間 

午前の回収時間は、８時 30分から正午までとする。 

ただし、緑事務所は９時以降に回収することとする。 

午後の回収時間は、13時 30分から 16時までとする。 

ただし、緑事務所は 15時 30分までに回収を終了することとする。 

（５）回収時の立会い 

回収にあたっては、本市職員立会いの下で行うものとする。 

（６）運搬 

家電対象品目及びパソコン等を指定引取場所等に運搬するときは、本市が指定した

場所以外の家電対象品目及びパソコン等を収集し、または一緒に積み込んではならな

い。 

なお、有料道路を通行する場合の有料道路通行料は受託者が負担する。 

（７）計量 



受託者は、家電対象品目及びパソコン等については、回収日ごとに家電対象品目と

パソコン等の重量を計量し、記録すること。 

（８）搬入 

各搬入先へは、必ず回収日当日に搬入すること。 

（９）その他 

他の車両の走行に充分注意し、事故が発生した場合は受託者の責任で適正な措置を

講ずること。 

 

11 検査 

  受託者は、完了検査を受ける場合は、現場責任者が立会いの上検査を受けなければな

らない。 

 

12 報告等 

毎月の業務終了後、翌月 10日までに次の報告書を資源循環局に提出するものとする。

ただし、３月分については当月中に提出するものとする。 

（１）家電４品目・家庭用パソコン等収集運搬委託 事務所別内訳書 

（２）家電リサイクル券（自治体控） 

（３）不法投棄パソコンリサイクル状況（引渡し票） 

（４）不法投棄業務用冷蔵庫等リサイクル状況（引渡し票） 

（５）計量票 

（６）産業廃棄物管理票（マニフェスト） 

（２）～（４）については、搬入先の受領印を受けたものであること。（ただし、搬送が

なかった場合の提出は不必要。）その他、本市は、委託業務の履行に関して、必要な報

告等を求めることができる。この場合は本市の指示に従い速やかに回答すること。 

 

13 損害賠償 

  本委託業務の実施にあたり、本市施設等に損害を与えた場合は、受託者の責任におい

て現状に復するものとする。また、受託者の責めに帰すべき事由により第三者に損害を

与えた場合は、受託者の責任において解決するものとする。 

 

14 支払い等 

  本市職員が指示した一連の運搬が終了し、本市職員の検査が完了し、適法な請求書を

受理してから 30日以内とする。 

 

15 その他 

  この仕様書に定めのない事項及びこの委託に関し疑義が生じたときは、本市と受託者

とが協議して決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
別 紙 １ 
１ 受託者の事業範囲 

受託者の事業範囲は次のとおりであり、受託者はこの事業範囲を証するものとして、産業廃
棄物収集運搬業の許可証等の写しを契約書に綴り込むものとする。なお、許可証等の記載事項
に変更があったときは、受託者は速やかにその旨を委託者に通知するとともに、変更後の産業
廃棄物収集運搬業及び処分業の許可証等の写しを委託者に提出する。 

 
収集運搬に関する事業範囲等 

   許可都道府県・政令市：            
   許 可 の 有 効 期 限：            
   事 業 の 範 囲： （積替保管 有り 無し）                     
   産業廃棄物の種類：                        
   許 可 の 条 件：                               
   許 可 番 号：           
 

許可都道府県・政令市：            
   許 可 の 有 効 期 限：            
   事 業 の 範 囲： （積替保管 有り 無し）                     
   産業廃棄物の種類：  別添許可証のとおり                      
   許 可 の 条 件：                               
   許 可 番 号：          
 
２ 積替え又は保管 

受託者は、委託者が積替え又は保管を行うことを認めた場合に、委託された産業廃棄物の積
替え又は保管に係る事項を以下のとおり定め、遵守する。 
ア 積替え又は保管の場所に関する事項 

(ｱ) 積替え又は保管の場所の所在地：                           
(ｲ) 保管できる産業廃棄物の種類 ：                           
(ｳ) 積替えのための保管上限   ：                           

イ 受託者は、積替え又は保管の場所においてこの契約に係る産業廃棄物を種類の異なる産業
廃棄物同士又は他の廃棄物と混合してはならない。ただし、排出工程、性状等が委託する産
業廃棄物と同等であるとして委託者が混合を認めた場合は、この限りではない。 

 
３ 運搬の最終目的地 
  委託者は受託者に対して運搬の最終目的地として、産業廃棄物の種類ごとに次の場所を指定

する。 
 

運搬の最終目的地 
産 業 廃 棄 物 の 種 類 ：  

    処分場所（業者等）の名称：        
指定する処分場所の所在地：           

 



別紙２
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